
 

 

日本郵政株式会社独立役員指定基準 

 

 

 当社は、次のいずれにも該当しない社外取締役の中から、東京証券取引所の定

める独立役員を指定する。 

 

 

１．過去に当社グループの業務執行者であった者 

 

２．当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者等 

 

３．当社グループの主要な取引先である者又はその業務執行者等 

 

４．当社グループの会計監査人の社員、パートナー又は従業員 

 

５．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得、又は得てい

たコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、

組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者又は過去に所属していた

者） 

 

６．当社の主要株主（法人（国を除く。）である場合には、当該法人の業務執行

者等） 

 

７．当社が主要株主である法人の業務執行者等 

 

８．当社グループの大口債権者又はその業務執行者等 

 

９．次に掲げる者（重要でない者を除く。）の配偶者又は二親等内の親族 

（１）前記１から８までに掲げる者 

（２）当社の子会社の業務執行者 

 

10．当社グループの業務執行者等が社外役員に就任している当該他の会社の業

務執行者等 

 

11．当社グループから多額の寄付を受けている者（当該寄付を受けている者が法

人、組合等の団体である場合は、当該団体の業務執行者等又はそれに相当する

者） 

 

 

 

  



 

別記 

 

１．本基準における用語の意義は、次に定めるところによる。 

当社グループ 当社及び当社の子会社 

業務執行者 会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行

者 

業務執行者等 業務執行者又は過去に業務執行者であった者 

当社グループ

を主要な取引

先とする者 

過去３事業年度における当社グループからその者への支

払の年間平均額が、その者の過去３事業年度の年間平均連

結総売上高の２％以上である者 

当社グループ

の主要な取引

先である者 

過去３事業年度におけるその者から当社グループへの支

払の年間平均額が、当社の過去３事業年度の年間平均連結

経常収益の２％以上である者 

多額の金銭 個人：過去３事業年度において年間平均1,000万円以上の

金銭 

団体：過去３事業年度における当社グループからその者へ

の支払の年間平均額が、その者の過去３事業年度の

年間平均連結総売上高の２％以上である場合の金

銭 

主要株主 金融商品取引法第163条第１項に規定する主要株主 

大口債権者 当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない

程度に依存している金融機関その他の大口債権者 

多額の寄付 過去３事業年度において年間平均1,000万円以上の寄付 

 

 

２．独立役員の属性情報に関し、独立役員に係る取引又は寄付が次に定める軽微

基準を充足する場合は、当該独立役員の独立性に与える影響がないと判断し、

独立役員の属性情報の記載を省略する。 

（１）取引 

  ① 過去３事業年度における当社グループから当該取引先への支払の年間

平均額が、当該取引先の過去３事業年度の年間平均連結総売上高の１％

未満 

  ② 過去３事業年度における当該取引先から当社グループへの支払の年間

平均額が、当社の過去３事業年度の年間平均連結経常収益の１％未満 

（２）寄付 

当社グループからの寄付が、過去３事業年度において年間平均500万円未

満 

 


